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【研究活動の要約】 

国の中山間地域等直接支払制度は、平成２１年度で第２期目が終了し、２２年度からは第３期が始ま

る。しかし、中山間地域の担い手は確実に年齢を重ねており、５年の縛りがある制度には乗りたくても

取りにくい実情がある。そこで、アンケート調査によって制度参加の阻害要因を明らかにし、それを緩

和するための農地の受け皿組織の設立によるセフティネットや特産物の開発などの地域づくり活動の

活性化などの提言をおこなった。また、高齢化が進む小規模集落をすくう方法として各地で取り組まれ

ている広域協定の樹立や他集落からの支援活動などの事例を収集し、その成立条件を明らかにした。 

【研究活動の成果】 

 三岳地区協定参加者のアンケートから、協定への参加を促進する要因として、①農地の受け皿組織を

作って万が一耕作が継続が出来なくなったときにまわりに迷惑が掛からないようなセフティネットを

はること、②地域の農産物や加工品生産の振興をはかるとともに、地域づくりに積極的に参加できる雰

囲気と体制づくりが重要であることがわかった。これに基づいて、三岳地区協定には、農地の受け皿組

織の立ち上げと特産振興に積極的に取り組むことを提言し、その方向で活動を支援している。 

 また、府内協定の取り組みを６タイプに分類し、それぞれの取り組みの特徴と成功要因をまとめて、

第３期対策に向けての各協定の参考に資する目的で、農林水産技術センターのホームページに掲載し

た。それと同時に、高齢化・小規模集落の支援に取り組んでいる協定の取り組みや、集落を越えた広域

協定の取り組み事例を調査し、そのような取り組みが成功する条件を整理し、同じくホームページに掲

載した。事例集については、今後印刷物にして府下に配布する予定である。 

【研究成果の還元】 

21/8/29 三岳地区協定農地活用推進委員会で制度の検討状況について報告（関係者約 40名） 

21/10/28 京都府立大学農業技術講演会（大学・府・一般約 120 名） 

22/2/21 三岳地区協定懇話会でアンケート結果の分析と提言について報告（関係者約 50名） 

（報告書、論文等のタイトル、希望者への配付/閲覧の有無 等を御記入ください） 

津島美琴・桂 明宏「中山間地域等直接支払制度の集落協定継続を規定する諸要因に関する研究」（『農

林業問題研究』に掲載決定。2010年 10月以降配布可能） 
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